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2営業地盤における被災状況

住宅被害状況　（5/12現在）：茨城県・いわき市・南相馬市、宮城・岩手・福島の各県のHPより

茨城県における東日本大震災の概要

○震度5弱以上を全市町村で観測

　震度6強：日立市、高萩市など8市

　震度6弱：水戸市、土浦市など21市町村

○住宅被害＊：9,495棟（全壊1,489棟、半壊8,006棟）

○被害総額※ 　2兆4,760億円 　（4/28 日本政策投資銀行東北支店による推計）

         　　 （参考） 　岩手・宮城・福島・茨城の4件合計では16兆3,730億円

　　　　　　　　　※福島第1原発事故に伴う経済活動の停滞による影響は含まない。

インフラの復旧状況
つくばｴｸｽﾌﾟﾚｽ   ： 3月14日運行再開

茨　城　空　港    ： 3月14日スカイマーク、4月1日春秋航空　運航再開

北関東自動車道： 3月18日友部JC～高崎JC間復旧

常磐自動車道    ： 4月1日三郷～いわき四倉間復旧

茨　　城　　港     ： 4月6日苫小牧、4月25日インドネシア航路再開
（国内航路は復旧。外貿は建機輸出が一部再開も液状化によりクレーンの使用不可）

常 磐 線 特 急    ： 4月28日上野～いわき間運行再開

大手企業の主な復旧状況

・日立建機        ：4月上旬の稼働率5割程度から、GWはフル操業へ

・住友金属工業：4月中旬に熱延工場を再開

・日立製作所    ：4月末に全面操業再開

・ルネサスエレクトロニクス：6月に一部生産再開も、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　夏場に一時在庫枯渇の可能性

・タカノフーズ：容器の供給不足により、納豆の生産に影響

茨城県内の企業意識調査

・全体の85％が「震災の影響あり」と回答

　（農林水産、不動産等への影響大「読売新聞」）

【いわき市、南相馬市原町区】

・いわき市　住宅被害：16,695棟（全半壊区別無）

・南相馬市（原町区）住宅被害：2,306棟（全壊1,966棟、半壊340棟)

【県北】　4,757棟（全壊729棟、半壊4,028棟）

【鹿行】　2,543棟（全壊390棟、半壊2,153棟）

＊ 他県の住宅被害（全壊・半壊の概数）

　　　宮城75,995件、岩手19,626件

　　　福島16,028件

内陸部は主に瓦や塀等の被害

住宅被害の状況
住宅被害の状況
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4２２年度決算概要

 国債等債券損益の増加や経費削減等の収益増加要因はあったが、震災の影響に伴う
 信用コストの増加等約１００億円により、当期純利益は前年度と同水準の１２９億円。

トップラインの主な内訳

（億円）

22年度 21年度
前年度比

増減
資金利益 989 1,025 △ 35

うち邦貨貸出金利息 825 899 △ 74
うち有価証券利息 232 232 0

（国内） 200 194 6
（海外） 31 37 △ 6

うち邦貨預金利息（△） 55 90 △ 34
役務取引等利益 113 117 △ 3

うち投信＋保険 39 38 1
その他業務利益 51 △ 10 62

うち国債等債券損益 44 △ 18 62

【単体ベース】 （単位：億円）

平成22年度 平成21年度 前年度比

決算 決算 増減

業務粗利益 １,１５８ １,１３５ ２２

うち資金利益 ９８９ １,０２５ △３５

うち役務取引等利益 １１３ １１７ △３

うちその他業務利益 ５１ △１０ ６２

経費 ６９６ ６９９ △３

一般貸倒引当金繰入額 　(A) ４１ １９ ２２

業務純益 ４１９ ４１６ ３ △５０

コア業務純益 ４１７ ４５３ △３６

臨時損益 △２３０ △２３１ ０

うち不良債権処理額　(B) １８７ １７５ １１

経常利益 １８９ １８５ ３ △９０

特別損益 ８ １４ △６

うち償却債権取立益　(C) ２１ １９ １

うち貸倒引当金戻入益 　(D) ０ ０ ０

うち地震災害損失 ８ - ８

税引前当期純利益 １９７ ２００ △２

当期純利益 １２９ １２９ △０ △５０

実質信用コスト (A)+(B)-(C)-(D) ２０７ １７５ ３２

当初公表比



5第１０次中期経営計画の達成状況

店舗ネットワークの拡大による個人向け貸出の増加や有価証券ポートフォリオの再構築な
どが進む一方、金利低下に伴う貸出金利息の減少や震災に関するコスト増加を主因に、
利益水準は計画を下回った。

Ｒ Ｏ ＥＲ Ｏ Ｅ

OＨＲ(コア業務粗利益ベース）
OＨＲ(コア業務粗利益ベース）

TierⅠ比率（連結）TierⅠ比率（連結）

業 務 純 益業 務 純 益

経 常 利 益経 常 利 益

当 期 純 利 益当 期 純 利 益

連 結 当 期 純 利 益連 結 当 期 純 利 益

○収益目標

○効率性指標

○健全性指標

【第10次中計】（21/3月ローリング）

540億円以上

200億円以上

320億円以上

210億円以上

55％程度

5％半ば

11％程度

30円程度

【22年度実績】

419億円

129億円

189億円

139億円

62.5％

3.07％

11.81％

16.74円

465億円

203億円

300億円

213億円

62.5％

4.83％

12％程度

26.34円

（参考）震災前の着地見込み

E P SE P S



6バランスシートの状況

●貸出金（P．７）

・利鞘（P．８）
市場金利低下や他行競合等に

よる貸出金利回りの低下、

震災の影響に伴う信用コスト

の増加等により、コスト控除後

利鞘は低下

・法人向け貸出金（P．９）
景気低迷に伴い設備投資など
県内資金需要は伸び悩み

・住宅関連ローン（P．１０）
新規案件の獲得を中心に、
堅調に推移

●貸出金（P．７）

・利鞘（P．８）
市場金利低下や他行競合等に

よる貸出金利回りの低下、

震災の影響に伴う信用コスト

の増加等により、コスト控除後

利鞘は低下

・法人向け貸出金（P．９）
景気低迷に伴い設備投資など
県内資金需要は伸び悩み

・住宅関連ローン（P．１０）
新規案件の獲得を中心に、
堅調に推移

●預金（P．７）
個人預金、法人預金ともに、
堅調に増加

●預金（P．７）
個人預金、法人預金ともに、
堅調に増加

●有価証券（P．１２）
国債の増加を主因に、前年度末比
で増加

その他有価証券の評価損益は

４７３億円　　　　　
　　　　　　　　　　

●有価証券（P．１２）
国債の増加を主因に、前年度末比
で増加

その他有価証券の評価損益は

４７３億円　　　　　
　　　　　　　　　　

●資本　（P．１４）
　資本の充分性を確保
　効率性の向上を図る

●資本　（P．１４）
　資本の充分性を確保
　効率性の向上を図る

●預り資産　（P．１１）
年金保険・終身保険等は堅調

投資信託と国債等は減少

●預り資産　（P．１１）
年金保険・終身保険等は堅調

投資信託と国債等は減少

（億円）

変動金利貸出 25,279 流動性預金 39,438
(+560) (+1,347)

うちｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸 5,768
(△178)

固定金利貸出 23,006
(△1,030)

定期預金等 28,081
(+23)

有価証券 21,856
(+288)

その他負債 2,516
(+2,516)

純資産 4,178
その他 4,072 (+33)

(+352)

合計 74,213 合計 74,213
(+170) (+170)

法人役務収益 19 預り資産残高 10,333
(△5) (△227)

※貸出金は部分直接償却前
 　有価証券は貸借対照表計上額（時価）

資産 負債

23年3月末
(　　)内は前年同月比



7預貸金残高（円貨）の状況

人格別 円貨 貸出金残高人格別 円貨 貸出金残高
茨城県内 預金・貸出金シェア茨城県内 預金・貸出金シェア

人格別 円貨 預金残高人格別 円貨 預金残高

1 4 ,5 4 8 1 4 ,6 8 7 1 4 ,8 6 0 1 5 ,1 6 7 1 5 ,3 1 4 1 5 ,3 3 5

9 ,9 4 4 1 1 ,0 3 5 1 0 ,6 9 2 1 0 ,8 7 7 1 0 ,6 3 7 1 0 ,5 7 5

1 5 ,4 7 9
1 5 ,6 3 8 1 4 ,8 6 4 1 4 ,5 0 9 1 4 ,2 6 3 1 4 ,1 7 9

7 ,7 3 1 7 ,8 6 37 ,8 1 17 ,7 5 78 ,0 8 9
7 ,3 2 4

4 7 , 2 9 6
4 9 , 4 5 1

4 8 , 1 7 5 4 7 , 9 5 34 7 , 9 4 74 8 , 3 6 6

2 0 / 9 末 2 1 / 3 末 2 1 / 9 末 2 2 / 3 末 2 2 / 9 末 2 3 / 3 末

（ 億 円 ）

個 人

大 企 業

中 堅

中 小

企 業

公 共

4 2 .8 0 4 2 .6 6

4 3 .1 2
4 2 .8 4

4 3 .2 4 4 3 .1 3

4 2 .2 0 4 2 .2 3

4 2 .6 8

4 2 .1 0

4 2 .7 5

4 2 .2 3

3 8 .3 8 3 8 .4 3 3 8 .5 6 3 8 .6 1
3 8 .9 3 3 9 .0 2

35.00

40.00

45.00

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末 22/3末 22/9末

(%)

貸出金

預金

貸出金(除く公共)

貸出金残高は前年度比ほぼ横這いであったが、県内シェア（公共除く）は３９％台を確保。

預金残高は引き続き堅調に増加。

法 人

個 人

定 期 性 等

公 共

個 人

流 動 性 2 5 ,7 1 5 2 6 ,2 7 2 2 6 ,4 3 2 2 7 ,0 0 8 2 7 ,2 8 4 2 7 ,9 4 2

2 3 ,6 9 7 2 3 ,5 7 7 2 3 ,8 4 9 2 3 ,7 8 0 2 3 ,9 8 1 2 3 ,6 8 8

1 1 ,4 4 6 1 1 ,7 9 6 1 1 ,5 7 3 1 2 ,0 5 9 1 1 ,6 0 3 1 2 ,7 0 3

2 ,6 4 6 3 ,2 9 8 2 ,6 6 6 3 ,3 0 0 3 ,1 7 7 3 ,1 8 6

2 0 / 9 末 2 1 / 3 末 2 1 / 9 末 2 2 / 3 末 2 2 / 9 末 2 3 / 3 末

6 4 , 9 4 4 6 4 , 5 2 1
6 6 , 1 4 9 6 6 , 0 4 6

6 7 , 5 2 0

6 3 , 5 0 6



8

短期プライムレート引下げ

20年12月5日 2.375%→2.175％

21年1月27日 2.175％→1.975%

預貸金利鞘（国内業務）の状況

市場金利低下や他行競合等により貸出金利回りが低下。震災に伴う信用コストの
増加もあり、コスト控除後の利鞘は１４ｂｐ低下。

貸出金利回△ 0.15%

　　コスト控除後利鞘

 　　　　　　△0.14%

 信用コスト率＋0.07%

 経費率△ 0.02%

預金等利回 △0.06%

短期プライムレート引上げ

18年8月25日 1.875%→2.125％

19年3月26日 2.125％→2.375%

     預貸金利息差 △0.09%

【前年度比】

2 .0 9
1 .8 9 2 .0 2

1 .8 5
1 .7 0

△ 1 .0 9
△ 1 .0 3

△ 0 .0 8
△ 0 .2 3 △ 0 .2 4

△ 0 .1 4
△ 0 .0 8

△ 1 .0 1

△ 1 .1 1
△ 1 .1 1

△ 0 .4 3△ 0 .3 6

△ 0 .0 3

△ 0 .2 5 △ 0 .2 7

0 .5 0
0 .4 2

0 .3 2

1 .8 6
1 .7 8

1 .7 1

0 .1 8

0 .6 7

1 .6 2
1 .8 1

△ 2.00

△ 1.50

△ 1.00

△ 0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

1 8 年度 1 9 年度 2 0 年度 2 1 年度 2 2 年度

（％）



9法人貸出金の状況

資金需要の伸び悩みにより、法人貸出金は減少。成長地域・成長分野（ものづ
くり、アグリ、環境、医療など）を中心に、貸出の増強を図る。

法人貸出利回りの推移法人貸出利回りの推移

法人貸出金平残の推移法人貸出金平残の推移

中堅・中小企業融資取引先数中堅・中小企業融資取引先数

法人貸出金地域別残高推移法人貸出金地域別残高推移

3 3 ,2 9 2

3 3 , 6 0 1

3 3 , 3 4 0

3 3 , 5 7 6 3 3 ,6 4 3 3 3 , 5 6 8

3 0 ,0 0 0

3 1 ,0 0 0

3 2 ,0 0 0

3 3 ,0 0 0

3 4 ,0 0 0

2 0 / 9 末 2 1 / 3 末 2 1 / 9 末 2 2 / 3 末 2 2 / 9 末 2 3 / 3 末

（ 先 ）

24,014

25,897
25,169 24,859 24,540 24,670

1,453

1,350

1,048
1,062

968

25 ,467

27 ,248

26 ,218
25 ,921

25 ,509

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

20上 20下 21上 21下 22上 22下

（億円）

要管理先以下
正常先＋その他要注意先

25 ,718

1,047

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末 22/9末 23/3末

（億円） 千葉・埼玉
宮城・福島・栃木

都内大阪
茨城

0 .0

0 .5

1 .0

1 .5

2 .0

2 .5

2 0 上 2 0 下 2 1 上 2 1 下 2 2 上 2 2 下

(% ) 法 人 全 体
　 う ち 地 元
　 う ち 都 内 ・ 大 阪



10住宅関連ローンの状況

県内住宅着工は底打ちの兆し。新規を中心に県内外の需要を取り込み、住宅ロー
ン残高は１兆円超へ。

住宅関連ローン残高住宅関連ローン残高
※住宅関連ローン＝住宅ローン＋アパートローン

※住宅ローン代弁率は半期ベース

住宅関連ローン獲得額住宅関連ローン獲得額 住宅ローン地域別獲得額住宅ローン地域別獲得額

県内住宅着工戸数県内住宅着工戸数

3 ,0 9 6 3 ,1 9 9 3 ,2 3 0 3 ,2 9 3 3 ,2 9 8 3 ,3 5 9

9 ,2 3 1 9 ,3 5 9 9 ,8 6 1 1 0 ,0 5 0 1 0 ,0 8 59 ,5 6 9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末 22/9末 23/3末

（億 円 ）

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

　住 宅 ロー ン 　ア パ ー トロー ン
住 宅 ﾛｰﾝ代 弁 率 （右 軸 ）

512 491
577 582

497
439

172 203

139

171

131

180

32 45

75
151

163
123

716
739

791

904

792

742

0

200

400

600

800

1,000

20上 20下 21上 21下 22上 22下

（億円）

アパートローン
住宅ローン（借換）
住宅ローン（新規）

10,6479,272
11,18911,114

12,710

2,066
1,595

2,743
5,513

5,930
6,965

7,167

9,410

8,553

9,464

28,198

19,958

18,166

23,452
25,280

0

10,000

20,000

30,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（戸）

持家 分譲

貸家

1,144
1,291

1,109
935

1,173
1,013

148
213

210
109 135

146

1,253

1,439

1,244

1,081

1,386
1,223

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（億円） 県外

茨城



11預り資産ビジネスの状況

年金保険・終身保険等が順調に増加し、預り資産残高は１兆円を確保。

投資信託と年金保険・終身保険等の販売額推移投資信託と年金保険・終身保険等の販売額推移

預り資産関連手数料の推移（当行）預り資産関連手数料の推移（当行）

預り資産残高の推移預り資産残高の推移

常陽証券を含めた預り資産関連手数料の推移常陽証券を含めた預り資産関連手数料の推移

2,020
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3,777 2,735
3,069 3,113 2,840 2,830

4,395
4,390

4,305 4,163 3,987 3,710
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9 ,998
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12有価証券運用の状況

金利の動向を踏まえ、債券の入れ替えを実施。

ポートフォリオ再構築に向け、外貨資産の積み増しに着手。

その他有価証券の評価損益その他有価証券の評価損益

債券デュレーションの推移債券デュレーションの推移

有価証券残高の推移（末残）有価証券残高の推移（末残）

債券関連収益と利回りの推移債券関連収益と利回りの推移

3.2

3.5 3.6

1.5

2.6
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1.51.4
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（年） ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ（円貨）

ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ（外貨）

1 8 ,5 2 8

1 , 4 9 6 1 , 4 5 2

3 9 6

1 7 , 5 0 7 1 8 , 2 1 81 8 , 1 8 9

1 6 , 7 2 9

1 8 , 5 9 2

8 3 79 2 2
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2 , 5 1 4
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1 , 4 8 71 , 5 3 4

1 , 5 5 1
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実質信用ｺｽﾄ

与信費用比率_右軸

開示債権と実質信用コストの状況

震災の影響に伴い、金融再生法ベースの開示債権残高および実質信用コストは、
前年度比で増加。

　　※実質信用コスト

　　　　　　　＝一般貸倒引当金繰入＋不良債権処理額－償却債権取立益

コア業務純益と実質信用コスト※の推移コア業務純益と実質信用コスト※の推移開示債権（金融再生法ベース）の推移開示債権（金融再生法ベース）の推移
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14資本政策

リスク資本の状況（23／3末）リスク資本の状況（23／3末）

単位 億円、（）内は22年3月末比

　※　リスクバッファー：計量化されていないリスクや想定を超える事象への備えとして、リスクアセット

　　　                               の４％に相当する金額を取り置く

　【資本政策の基本スタンス】

　　○充分性の確保

　　　・事業継続に必要な資本の維持

　　　・ストレス環境を想定した資本運営　

　　○効率性の向上

　　　・事業領域毎の最適資源配分の徹底

　　　・株主還元　等

　【資本政策の基本スタンス】

　　○充分性の確保

　　　・事業継続に必要な資本の維持

　　　・ストレス環境を想定した資本運営　

　　○効率性の向上

　　　・事業領域毎の最適資源配分の徹底

　　　・株主還元　等

ＴｉｅｒⅠ比率とＲＯＥの状況ＴｉｅｒⅠ比率とＲＯＥの状況

【ストレステストについて】

（22年12月末基準）

・定期的にストレステストを実施し、資本の

  健全性を検証

・ストレスをかけたシナリオ下においても、

　損失見込みは、ＴｉｅｒⅠの範囲内

～ストレスシナリオ～

・株式　：日経平均が6,200円に下落（△40％）

・金利　：国内長期金利（10年）が2.5％に上昇

・デフォルト率の上昇、地価の下落　等

※ 23年3月末の普通株式等TierⅠ比率は10.8％程度

　普通株式等ＴｉｅｒⅠ

　　＝ＴｉｅｒⅠ－繰延税金資産（算入可能部分除く）ー無形固定資産等

TierⅠ（22/12月末）

3,762億円

損失見込額

2,909億円

ＴｉｅｒⅠ ストレステスト

T ie rⅠ ー
控 除 項 目

3 ,6 1 7
配 賦 可 能 資 本

2 ,3 4 3
( 3 2 )

リ ス ク バ ッ フ ァ ー
1 ,2 7 4 （ △ 3 0 ） ※

未 利 用 資 本 5 6 1 ( △ 4 3 )

価 格 変 動 リ ス ク 8 8 6 ( △ 2 8 )

金 利 リ ス ク 2 3 9 ( 4 5 )

信 用 リ ス ク 4 9 0 ( 6 9 )

オ ペ リ ス ク

控 除 項 目
8 6 （ △ 2 0 ）

T ie rⅠ
3 ,7 0 4 （ 2 2 ）

1 6 7 （ △ 1 1 ）

1 1 .9 0 % 1 1 .5 2 %
1 1 .1 9 % 1 1 .2 9 %
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TierⅠ 比 率 R OE



15株主還元の状況

◎株主還元の実績

　安定配当の考え方を堅持しつつ、継続的な利益還元を行っていく従来

  の方針を継続。

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
22年度
（予定）

　取得株式数（千株）※ 6,508 24,401 4,122 9,955 20,815 15,335 12,006 166 6,088
　取得価額総額（億円）※ 21 81 18 72 145 94 56 0 21
　配当金総額（億円） 43 41 49 49 56 63 62 61 61
　１株あたり配当（円） 5.0 5.0 6.0 6.0 7.0 8.0 8.0 8.0 8.0

　単体当期純利益（億円） 83 228 261 247 261 129 50 129 129
　株主還元率（％） 77.1 54.2 26.2 49.2 77.0 121.5 234.0 48.1 64.5
　配当性向（％） 51.3 18.4 19.1 20.0 21.6 48.8 123.1 47.6 47.7

※実績は、単元未満株買取を含む

◎ 株主還元の基本方針

　・株主還元率　　単体当期純利益の４０％以上を目安

　・うち配当性向　単体当期純利益の２０％以上を目安

◎ 配当について
　・年間配当８円（中間配当４円）を予定



平成２３年度の見通し平成２３年度の見通し



17２３年度の見通し

業務純益、経常利益、当期純利益は、前年度比で増益を予想。

貸出増強や預り資産の販売強化により、トップラインの改善を図る。

　　　【トップラインの増強】

・資金利益の増強

復興に向けた取り組みを

積極的に支援。

・役務取引等利益の増強

商品ラインナップの充実と提案活動

の徹底による販売強化。

　　　　【信用リスク対応】

２２年度に、震災の影響への備え

として、貸倒引当金の積み増しを

行っており、２３年度の信用コスト

は減少を見込む。

業態管理の徹底と早期対応を継続。

【単体ベース】 　　　　　（単位：億円）

平成23年度 増減 平成23年度 増減

中間業績予想 前年同期比 業績予想 前年度比

業務粗利益 ５７５ △１５ １,１５０ △８

うち資金利益 ５０４ ６ １,００５ １５

うち役務取引等利益 ６４ ５ １３０ １６

うちその他業務利益 ７ △２５ １５ △３６

経費 ３６０ ５ ７００ ３

一般貸倒引当金繰入額 　(A) ５ ６ １０ △３１

業務純益 ２１０ △２７ ４４０ ２０

コア業務純益 ２１５ ８ ４５０ ３２

臨時損益 △９０ △９ △１８０ ５０

うち不良債権処理額　(B) ８５ １４ １７０ △１７

経常利益 １２０ △３７ ２６０ ７０

特別損益 ５ ０ １０ １

うち償却債権取立益　(C) １０ １ ２０ △１

当期純利益 ７０ △３６ １６０ ３０

実質信用コスト (A)+(B)-(C) ８０ １９ １６０ △４７ （参考） 震災の影響を控除した場合

・実質信用コスト　１００億円（予想比△６０億円）

・当期純利益　　　１９５億円（予想比＋３５億円）



資　料　編資　料　編



19茨城県経済の状況①

区分 項　　　目 単位 茨城県 全　国 順位 基準年

総面積 k㎡ 6,096 372,910 24 09.10.1

可住地面積 k㎡ 3,976 121,415 4 09.10.1

総人口 万人 296 12,805 11 10.10.1

老年人口割合 ％ 22.0 22.7 37 09.10.1

県内総生産（名目） 億円 115,157 5,050,163 11 08年度

県民所得（1人当たり） 千円 2,943 2,916 9 08年度

農業産出額 億円 4,170 83,162 2 09年

製造品出荷額（従業員４人以上） 億円 96,290 2,628,503 8 09年

卸売業年間商品販売額 億円 39,111 4,135,317 16 07年

小売業年間商品販売額 億円 29,588 1,347,054 13 07年

事業所数（民営） 所 127,272 5,887,442 13 09年

工場立地件数/立地面積 件/ha 39/190 786/1074 5/1 10年

資料：茨城県、内閣府、総務省、経済産業省

産業

土地

人口

経済



20茨城県経済の状況②

●企業の景況感

・製造業は急速な改善の後、若干悪化

・非製造業は8期連続で「悪化」超幅が縮小

●茨城県の実質経済成長率

・22年10～12月期の実質経済成長率は、
 6期ぶりのマイナス成長（前期比△0.3％）

自社業況総合判断DI（前年同期比）
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-40

-20
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20

40

8年 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（％ポイント）

製造業好転割合 非製造業好転割合 製造業悪化割合

非製造業悪化割合 製造業DI 非製造業DI

資料：常陽地域研究センター「茨城県内主要企業経営動向調査結果」 23年Ⅱ期は見通し

(見通し）

※23年1～3月期調査は、約9割が3月11日以前の回答のため、
   東日本大震災の影響は反映されていない。

項目別実質県内総支出寄与度（季節調整済）
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資料：茨城県統計課、内閣府

寄与度（％）
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民間最終消費支出 民間住宅投資 民間企業設備投資

政府最終消費支出 公的固定資本形成 移出入等

茨城県実質経済成長率 GDP実質成長率

実質成長率・前期比（％）



21「いばらき圏」のインフラの状況

　

　　

TX（県南）ゾーン

◆東京圏との交流が拡大中の都市圏
　○TX1日当りの輸送人員　280千人を突破！

一日当り輸送人員

150

195

234
258 270

282

0

50

100

150

200

250

300

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（千人）

 ○人口
　　H21.10.1時点　994,276人（平成17年比＋8千人）
 ○市町村民所得
　　H19年度　32,522億円（H17年度比+2,016億円）

◆北関東圏連携による交流が拡大中の都市圏
　○北関東道1日当り平均通行台数７万台へ！

通行台数（日平均）
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19年度 20年度 21年度 22年度

 ○年間入込観光客数（県内全体）
　　H21年度　51,525千人（H19年度比+4,650千人）

茨城空港　開港
（平成22年3月）

　国内線：スカイマーク（神戸）
　　23年2月　就航予定
　　　中部-茨城　　新千歳-茨城

　国際線：アシアナ航空（ソウル）
　　　 　　春秋航空（上海）

北関東道ゾーン　

陸・海・空のインフラ整備進展に伴う経済活動の活発化。陸・海・空のインフラ整備進展に伴う経済活動の活発化。

（223～23.2）

北関東道　開通
（平成23年3月19日）
　佐野田沼IC
　　　～大田桐生IC



22資金平残実績

（平残：億円、利回：％、収入額：百万円）

22年度 前年度比

平残 利回 収入額 平残 利回 収入額

貸出金 48,543 1.70 82,551 △65 △0.15 △7,500

円貨 48,491 1.70 82,507 △58 △0.15 △7,483

外貨 52 0.84 44 △7 △0.19 △17

有価証券 21,268 1.09 23,277 237 △0.01 △4

債券 17,940 0.93 16,763 560 △0.01 210

株式 1,490 2.13 3,185 △63 0.27 287

外国証券 1,456 2.18 3,182 △271 △0.01 △604

その他 380 0.38 146 12 0.27 103

コールローン 44 0.74 33 △196 0.06 △132

円貨 － － － － － －

外貨 44 0.74 33 △196 0.06 △132

買入手形 － － － － － －

買入金銭債権 419 0.46 193 △104 △0.07 △85

有利息預け金 179 2.77 498 △340 1.72 △50

譲渡性預け金 － － － － － －

外国為替 18 0.36 6 0 0.02 0

その他 － － 272 － － △14

金利ｽﾜｯﾌﾟ － － － － － －

資金運用勘定計 70,474 1.51 106,833 △469 △0.10 △7,787

（平残：億円、利回：％、収入・支出額：百万円）

22年度 前年度比

平残 利回 支出額 平残 利回 支出額

預金 67,113 0.08 5,935 1,047 △0.06 △3,464

円貨 66,454 0.08 5,581 1,260 △0.05 △3,495

外貨 659 0.53 353 △212 0.17 31

譲渡性預金 332 0.10 35 △332 △0.21 △170

コールマネー 445 0.20 91 △187 0.11 33

円貨 321 0.08 27 △310 △0.01 △29

外貨 124 0.51 63 122 0.16 63

88 0.15 13 △713 0.05 △73

売渡手形 － － － － － －

借用金 607 0.95 581 △327 0.04 △275

外国為替 1 － － 0 － －

社債 63 2.55 162 △86 0.33 △171

その他 14 － 1,050 0 － △99

金利ｽﾜｯﾌﾟ － － 1,035 － － △97

調達勘定計 68,668 0.11 7,871 △599 △0.06 △4,221

（特金見合費用） － － － － － －

資金調達勘定計 68,668 0.11 7,871 △599 △0.06 △4,221

債券貸借取引
受入担保金



23利回り・利鞘の推移

（全体） （うち国内勘定） （単位：％）

19年度 20年度 21年度 22年度 前年度比 19年度 20年度 21年度 22年度 前年度比

資金運用利回        (A) 2.05 1.83 1.61 1.51 △0.10 資金運用利回        (A) 1.76 1.71 1.57 1.48 △0.09

（うち貸出金利回）   (B) 2.09 2.02 1.85 1.70 △0.15 （うち貸出金利回）   (B) 2.09 2.02 1.85 1.70 △0.15

（うち有価証券利回） 1.99 1.44 1.10 1.09 △0.01 （うち有価証券利回） 1.30 1.12 1.00 1.01 0.01

資金調達利回 0.55 0.36 0.17 0.11 △0.06 資金調達利回 0.27 0.27 0.16 0.10 △0.06

（うち預金等利回）   (C) 0.27 0.25 0.14 0.08 △0.06 （うち預金利回）      (C) 0.23 0.24 0.14 0.08 △0.06

経費率 1.12 1.10 1.04 1.02 △0.02 経　費　率 1.11 1.09 1.03 1.01 △0.02

預金等原価           (D) 1.39 1.35 1.18 1.11 △0.07 預金等原価　　      (D) 1.34 1.33 1.17 1.10 △0.07

資金調達原価        (E) 1.59 1.39 1.18 1.12 △0.06 資金調達原価        (E) 1.33 1.30 1.16 1.11 △0.05

預貸金粗利鞘     (B)-(C) 1.82 1.77 1.71 1.62 △0.09 預貸金粗利鞘    (B)-(C) 1.86 1.78 1.71 1.62 △0.09

預貸金利鞘        (B)-(D) 0.70 0.67 0.67 0.59 △0.08 預貸金利鞘       (B)-(D) 0.75 0.69 0.68 0.60 △0.08

総資金利鞘        (A)-(E) 0.46 0.44 0.43 0.39 △0.04 総資金利鞘       (A)-(E) 0.43 0.41 0.41 0.37 △0.04



24円貨貸出金の状況①

◎地域別構成比推移 （単位：億円）

２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 49,451 100.0% 48,175 100.0% 48,366 100.0% 47,947 100.0% 47,953 100.0% △ 413 △ 0.9% 6 0.0%

地　元 37,793 76.4% 37,117 77.0% 37,248 77.0% 36,906 77.0% 36,965 77.1% △ 283 △ 0.8% 59 0.2%

茨城 31,525 63.7% 30,988 64.3% 31,147 64.4% 30,845 64.3% 30,876 64.4% △ 271 △ 0.9% 31 0.1%

宮城・福島・栃木 4,820 9.7% 4,688 9.7% 4,659 9.6% 4,607 9.6% 4,600 9.6% △ 59 △ 1.3% △ 7 △ 0.2%

千葉・埼玉 1,447 2.9% 1,440 3.0% 1,441 3.0% 1,453 3.0% 1,488 3.1% 47 3.3% 35 2.4%

都内大阪 11,657 23.6% 11,057 23.0% 11,118 23.0% 11,041 23.0% 10,987 22.9% △ 131 △ 1.2% △ 54 △ 0.5%

◎自己査定の債務者区分別残高 （単位：億円）

２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 49,451 100.0% 48,175 100.0% 48,366 100.0% 47,947 100.0% 47,953 100.0% △ 413 △ 0.9% 6 0.0%

正常先（格付なし含む） 42,883 86.7% 41,653 86.5% 41,110 85.0% 41,063 85.6% 40,521 84.5% △ 589 △ 1.4% △ 542 △ 1.3%

　ｳﾁ地元 31,646 64.0% 31,208 64.8% 30,547 63.2% 30,728 64.1% 30,387 63.4% △ 160 △ 0.5% △ 341 △ 1.1%

茨城 26,540 53.7% 26,357 54.7% 25,785 53.3% 25,982 54.2% 25,678 53.5% △ 107 △ 0.4% △ 304 △ 1.2%

宮城・福島・栃木 3,914 7.9% 3,672 7.6% 3,586 7.4% 3,548 7.4% 3,486 7.3% △ 100 △ 2.8% △ 62 △ 1.7%

千葉・埼玉 1,191 2.4% 1,178 2.4% 1,176 2.4% 1,196 2.5% 1,223 2.6% 47 4.0% 27 2.3%

　ｳﾁ都内大阪 11,237 22.7% 10,444 21.7% 10,562 21.8% 10,335 21.6% 10,133 21.1% △ 429 △ 4.1% △ 202 △ 2.0%

その他要注意先 5,264 10.6% 5,241 10.9% 5,979 12.4% 5,624 11.7% 5,794 12.1% △ 185 △ 3.1% 170 3.0%

要管理先 277 0.6% 291 0.6% 296 0.6% 255 0.5% 454 0.9% 158 53.4% 199 78.0%

破綻懸念先以下 1,026 2.1% 989 2.1% 980 2.0% 1,004 2.1% 1,183 2.5% 203 20.7% 179 17.8%



25円貨貸出金の状況②

◎人格別企業規模別構成比推移 （単位：億円）
２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 49,451 100.0% 48,175 100.0% 48,366 100.0% 47,947 100.0% 47,953 100.0% △ 413 △ 0.9% 6 0.0%
個人 14,687 29.7% 14,860 30.8% 15,167 31.4% 15,314 31.9% 15,335 32.0% 168 1.1% 21 0.1%
法人 26,673 53.9% 25,557 53.1% 25,386 52.5% 24,901 51.9% 24,754 51.6% △ 632 △ 2.5% △ 147 △ 0.6%
　ｳﾁ大企業 11,035 22.3% 10,692 22.2% 10,877 22.5% 10,637 22.2% 10,575 22.1% △ 302 △ 2.8% △ 62 △ 0.6%
　ｳﾁ中堅企業 1,544 3.1% 1,495 3.1% 1,281 2.6% 1,262 2.6% 1,241 2.6% △ 40 △ 3.1% △ 21 △ 1.7%
　ｳﾁ中小企業 14,094 28.5% 13,369 27.8% 13,227 27.3% 13,000 27.1% 12,937 27.0% △ 290 △ 2.2% △ 63 △ 0.5%
公共 8,089 16.4% 7,757 16.1% 7,811 16.1% 7,731 16.1% 7,863 16.4% 52 0.7% 132 1.7%

◎個人貸出金のニーズ別内訳 （単位：億円）
２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

個人貸出金 14,687 100.0% 14,860 100.0% 15,167 100.0% 15,314 100.0% 15,335 100.0% 168 1.1% 21 0.1%
住宅関連ローン 12,559 85.5% 12,800 86.1% 13,155 86.7% 13,348 87.2% 13,445 87.7% 290 2.2% 97 0.7%
個人ローン 783 5.3% 776 5.2% 774 5.1% 776 5.1% 761 5.0% △ 13 △ 1.7% △ 15 △ 1.9%
事業性貸出 1,345 9.2% 1,284 8.6% 1,238 8.2% 1,190 7.8% 1,129 7.4% △ 109 △ 8.8% △ 61 △ 5.1%

◎法人貸出金の地域別残高推移 （単位：億円）
２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 26,673 100.0% 25,557 100.0% 25,386 100.0% 24,901 100.0% 24,754 100.0% △ 632 △ 2.5% △ 147 △ 0.6%
地　元 15,047 56.4% 14,529 56.8% 14,297 56.3% 13,887 55.8% 13,790 55.7% △ 507 △ 3.5% △ 97 △ 0.7%

茨城 10,740 40.3% 10,403 40.7% 10,264 40.4% 9,947 39.9% 9,857 39.8% △ 407 △ 4.0% △ 90 △ 0.9%
宮城・福島・栃木 3,350 12.6% 3,193 12.5% 3,122 12.3% 3,039 12.2% 3,009 12.2% △ 113 △ 3.6% △ 30 △ 1.0%
千葉・埼玉 957 3.6% 934 3.7% 910 3.6% 900 3.6% 924 3.7% 14 1.5% 24 2.7%

都内大阪 11,626 43.6% 11,027 43.1% 11,089 43.7% 11,013 44.2% 10,964 44.3% △ 125 △ 1.1% △ 49 △ 0.4%



26住宅ローン、投資信託・年金保険等の月次実績推移

◎住宅ローンの獲得実績

◎投資信託、年金保険・終身保険の販売実績

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0
（ 億 円 ）

投 資 信 託

年 金 保 険 ･終 身 保 険

投 資 信 託 4 0 3 4 2 4 2 1 2 5 2 6 2 6 2 6 3 3 3 2 3 3 3 4 2 6

年 金 保 険 ･終 身 保 険 3 5 3 5 3 9 3 4 5 1 5 1 3 7 3 4 4 9 3 7 3 4 3 6 3 0

H 2 2 / 0 4 H 2 2 / 0 5 H 2 2 / 0 6 H 2 2 / 0 7 H 2 2 / 0 8 H 2 2 / 0 9 H 2 2 / 1 0 H 2 2 / 1 1 H 2 2 / 1 2 H 2 3 / 1 H 2 3 / 2 H 2 3 / 3 H 2 3 / 4

0

50

100

150

（億円）

獲得額 79 88 117 136 101 140 69 90 113 98 86 107 57

H22/04 H22/05 H22/06 H22/07 H22/08 H22/09 H22/10 H22/11 H22/12 H23/1 H23/2 H23/3 H23/4



27預金および預り資産の状況

◎預金推移 （単位：億円）

２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比
末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

預金総体 65,627 100.0% 65,549 100.0% 66,811 100.0% 66,776 100.0% 68,175 100.0% 1,364 2.0% 1,399 2.1%
円貨預金 64,944 99.0% 64,521 98.4% 66,149 99.0% 66,046 98.9% 67,520 99.0% 1,371 2.1% 1,474 2.2%
外貨預金 682 1.0% 662 1.0% 662 1.0% 639 1.0% 654 1.0% △ 8 △ 1.2% 15 2.3%
JOM預金 － 0.0% 366 0.6% － 0.0% 90 0.1% － 0.0% 0 － △ 90 △ 100%
海外預金 － 0.0% － 0.0% － 0.0% － 0.0% － 0.0% 0 － 0 －

譲渡性預金 1,040 588 245 347 129 △ 116 △ 47.3% △ 218 △ 62.8%

◎円貨預金人格別残高推移 （単位：億円）

２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比
末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨預金 64,944 100.0% 64,521 100.0% 66,149 100.0% 66,046 100.0% 67,520 100.0% 1,371 2.1% 1,474 2.2%
個人 49,849 76.8% 50,281 77.9% 50,789 76.8% 51,265 77.6% 51,630 76.5% 841 1.7% 365 0.7%
法人 11,796 18.2% 11,573 17.9% 12,059 18.2% 11,603 17.6% 12,703 18.8% 644 5.3% 1,100 9.5%
公共 3,298 5.1% 2,666 4.1% 3,300 5.0% 3,177 4.8% 3,186 4.7% △ 114 △ 3.5% 9 0.3%

◎個人預り資産の実績 （単位：億円）

２１年３月末 ２１年９月末 ２２年３月末 ２２年９月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２２年９月末比
末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

個人預り資産 59,847 100.0% 60,823 100.0% 61,394 100.0% 61,644 100.0% 61,963 100.0% 569 0.9% 319 0.5%
流動性 26,272 43.9% 26,432 43.5% 27,008 44.0% 27,284 44.3% 27,942 45.1% 934 3.5% 658 2.4%
定期性 23,577 39.4% 23,849 39.2% 23,780 38.8% 23,981 38.9% 23,688 38.2% △ 92 △ 0.4% △ 293 △ 1.2%

　（預金小計） 49,849 83.3% 50,281 82.7% 50,789 82.8% 51,265 83.2% 51,630 83.3% 841 1.7% 365 0.7%
投信等 9,998 16.7% 10,542 17.3% 10,605 17.2% 10,379 16.8% 10,333 16.7% △ 272 △ 2.6% △ 46 △ 0.4%



28有価証券ポートフォリオの状況

（億円、利回りは期中平残ベース）

（金額：億円）

２１年３月末 ２２年３月末 ２３年３月末 ２２年３月末比 ２１年３月末比
残高 割合 残高 割合 残高 割合 残高 割合 残高 割合

円貨債券 16,729 83.9% 18,218 87.0% 18,528 86.7% 310 △0.3% 1,799 2.7%
デュレーション（年） 3.1 － 3.2 － 3.6 － 0.4 － 0.5 －
ｳﾁ固定債 14,141 71.0% 15,900 75.9% 16,253 76.0% 353 0.1% 2,112 5.1%
（期中利回り：％） (1.08) － (1.00) － (1.00) － (△0.00) － (△0.08) －
ｳﾁ変動債 2,588 13.0% 2,317 11.1% 2,275 10.6% △42 △0.4% △313 △2.3%
（期中利回り：％） (0.87) － (0.53) － (0.39) － (△0.14) － (△0.48) －

外貨債券 1,237 6.2% 837 4.0% 997 4.7% 160 0.7% △240 △1.5%

デュレーション（年） 1.4 － 1.5 － 2.8 － 1.3 － 1.4 －
（期中利鞘：％） (0.73) - (2.18) - (2.45) - (0.27) - (1.72) -
ｳﾁ固定債 610 3.1% 495 2.4% 814 3.8% 319 1.4% 204 0.7%
（期中利回り：％） (4.64) － (4.28) － (3.61) － (△0.67) － (△1.03) －
（期中利鞘：％） (0.79) － (3.54) － (2.97) － (△0.57) － (2.18) －
ｳﾁ変動債 627 3.1% 342 1.6% 182 0.9% △ 160 △0.8% △ 445 △2.3%
（期中利回り：％） (3.47) － (0.69) － (0.72) － (0.03) － (△2.75) －
（期中利鞘：％） (0.69) － (0.15) － (0.32) － (0.17) － (△0.37) －

株式 1,551 7.8% 1,487 7.1% 1,452 6.8% △35 △0.3% △99 △1.0%
Tier1比率 - 43.0% - 40.4% - 39.2% - △1.2% - △3.8%

投資信託等 411 2.1% 399 1.9% 396 1.9% △3 △0.1% △15 △0.2%

有価証券合計 19,929 100.0% 20,942 100.0% 21,375 100.0% 433 0.0% 1,446 0.0%
（期中利回り：％） (1.44) (1.10) (1.09) (△0.01) 0.0% △0 0.0%
評価損益 △ 127 － 615 － 473 － △142 － 600 －



29外国債券の状況

○有価証券全体

○外国債券の内訳

○証券化商品の内訳

（単位：億円）
残高

23/3末 22/3末 増減 23/3末 22/3末 増減
国債・国際機関債 271 53 217 0 0 ▲1
事業債 761 920 ▲159 3 10 ▲6
住宅ローン担保証券（米政府保証付） 208 95 113 ▲ 5 0 ▲4
証券化商品 269 349 ▲79 ▲ 9 ▲18 8
外国債券合計 1,510 1,419 91 ▲ 12 ▲8 ▲4
※評価損益はその他有価証券の評価損益

評価損益

（単位：億円）
残高

23/3末 22/3末 増減 23/3末 22/3末 増減
国内債券 18,015 17,636 378 215 267 ▲52
外国債券 1,510 1,419 91 ▲ 12 ▲ 8 ▲4
株式 1,452 1,487 ▲34 301 399 ▲97
投信・出資金 396 399 ▲2 ▲ 28 ▲ 38 9
信託受益権 225 311 ▲85 ▲ 2 ▲ 4 2

21,601 21,254 347 473 615 ▲142
※残高は満期保有目的も含む。評価損益はその他有価証券。

評価損益

（単位：億円）
残高（減損処理後）

23/3末 22/3末 増減 23/3末 22/3末 増減
ABS 128 162 ▲34 ▲ 2 ▲2 0
CDO 67 104 ▲37 ▲ 5 ▲12 7
CLO 73 82 ▲8 ▲ 1 ▲3 1
証券化商品合計 269 349 ▲79 ▲ 9 ▲18 8

評価損益（減損処理後）



30自己査定、開示債権および償却・引当との関係

(億円)

自己査定の債務者区分 金融再生法の

分類債権 引当金 引当率
非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破 綻 先
47 破産更生債権及び
(0) 60 100 － － 0 100% これらに準ずる債権

実質破綻先 (0) 《100%》
114 162 100.00%

(▲13) (▲13) 《100.00%》

破綻懸念先 618 236 171 251 59.41% 危険債権
1,026 (45) 《61.97%》
(192) 1,026 83.25%

(193) 《84.84%》

要管理先 72 17.00% 要管理債権
要 457 73 384 (41) 《11.60%》 331 44.57%
注 (201) (126) 《44.29%》
意

先 その他の
要注意先

5,820 2,752 3,068 68 1.17% 正常債権
(167) (2) 《1.16%》 46,906

正 常 先 (▲310)
40,802 40,802 46 0.14%
(▲523) (0) 《0.14%》

全体の保全率

合　計 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 引当金合計 合　計 76.60%
48,268 44,307 3,789 171 0 439 (89) 48,425 《80.17%》

残高欄の( )は22年9月期比、引当率・保全率の《》は22年9月期の引当率・保全率 （開示債権額のみ四捨五入、その他は単位未満切捨）
部分直接償却残高 409 億円 22年9月期比 ▲ 36 億円
※自己査定の債務者区分には、当行が保証し引き受けている私募債を含まない。

開示債権 保全率債務者区分

引当金､担保･保証等
による保全部分

引当金､担保･保証等
による保全部分

引当金は非分
類に計上

引当金は非
分類に計上

個
別
貸
倒
引
当
金

一
般
貸
倒
引
当
金

部分直接
償却

債権額×貸倒引当率

債権額×貸倒引当率
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貸倒引当率の推移（破綻懸念先、要管理先）貸倒引当率の推移（破綻懸念先、要管理先）

1 4 .1 1 %
1 2 .4 1 % 1 1 .4 9 % 1 1 .2 7 % 1 1 .1 9 % 1 1 .4 3 % 1 1 .7 1 % 1 1 .9 9 % 1 2 .6 5 %

1 7 .0 0 %

7 2 .8 9 %

6 8 .6 9 %

6 4 .1 7 %

5 7 .2 3 % 5 5 .8 3 % 5 6 .3 8 % 5 6 .4 9 %

6 0 .8 6 % 6 1 .3 4 %

1 1 .6 0 %

6 1 .9 7 % 5 9 .4 1 %

0%

30%

60%

90%

18/3期 18/9期 19/3期 19/9期 20/3期 20/9期 21/3期 21/9期 22/3期 22/9期 23/3期

破 綻 懸 念 先

要 管 理 先
（未 保 全 額 引 当 ） 要 管 理 先

（債 権 額 引 当 ）
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【経費内訳】 （金額：億円）

２０年度 ２１年度 ２２年度 前年同期比

723 699 696 △ 3

353 355 351 △ 4

335 316 314 △ 2

動不動産償却、預金保険料除き 235 210 201 △ 8

動不動産償却 48 53 58 5

預金保険料 51 52 54 1

34 28 30 2

60.2% 60.6% 62.5% 1.8%ＯＨＲ（コア業務純益ﾍﾞｰｽ）

税金

経費合計

人件費

物件費

【従業員数／店舗数】

２１年３月末 ２２年３月末 ２３年３月末 前年度末比

従業員数：人（注１） 3,368 3,442 3,360 △ 82

営業所数：店、ヶ所 400 397 400 3

国内店舗（注２） 174 173 176 3

海外店舗（注３） 1 1 1 0

店舗外出張所（I‐NET共同含む） 225 223 223 0

現金自動設備設置台数（台、ヵ所） 24,167 25,718 27,307 1,589

自前設置分（I-NET共同含む） 875 871 888 17

E‐net設置分 9,489 10,256 11,056 800

セブン銀行設置分 13,803 14,591 15,363 772

（注１）従業員数は、有価証券報告書ベース（単体）
（注２）国内店舗は、外為集中店（１）、キャッシュピット支店（１）を含む
（注３）海外店舗は、駐在員事務所（１）を含む
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-2.2

-1.8

-1.4

-1.0

-0.6

-0.2

0.2

0.6

1.0

1.4

1.8

2.2

法人貸出ＡＬＬ 　ｳﾁ中堅・中小企業 住宅関連ローン 預り資産

（％） 粗利益率

推定損失率

経費率

ＲＡＲＯＡ

(22年度)

　〃　

(21年度)

収益性分析

◎主要業務別収益の状況　（２２年度）

　　　　　２．７兆円　　　　　　　１．６兆円　　　　　　　　１．３兆円　　　　　　　 １．０兆円

　　　　　　　（貸出末残）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （預り資産残高）

（注１）粗利益率：粗利益から調達コスト（市場金利）および預金保険料相当額を控除

（注２）推定損失率：推定損失額（行内格付遷移から推定したデフォルト率により算出）÷貸出平残

（注３）住宅ローンのデフォルト率：保証会社による代位弁済および３ヶ月以上延滞をデフォルトと見なして算出

（注４）預り資産：投資信託、外貨預金、公共債、年金保険・終身保険等の合計
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※ＥＰＳの分母は期中平均株式数、ＢＰＳの分母は期末発行済株式数を使用（共に自己株式を除く）

　 ＲＯＥ上段：当期純利益÷（前期末純資産勘定末残＋当期末純資産勘定末残）÷２

　 　〃　下段：当期純利益÷純資産勘定平残（有価証券評価差額金を除く）

経営指標の推移

ＥＰＳ 　　16.7416.81 13.78 　△0.07

経営指標（単体ベース） 23/3期22/3期 22/9期 22/3期比

ＢＰＳ 544.7546.2 548.7 △1.5

ＲＯＥ（当期純利益） 3.07
3.38

3.27
3.46

5.01
5.53

△0. 21
△0.08

ＲＯＡ（コア業務純益） 0.570.61 0.56 △0.05

ＯＨＲ（コア業務純益） 62.560.6 63.1 1.9

経営指標（単体ベース） 21/9末 21/9末比

茨城県内預金シェア 42.10 0.13

茨城県内貸出金シェア 42.84 0.29

単位：円、％

単位：％

22/3末

42.75

43.24

22/9末

42.23

43.13

※県内預貸金シェアは、確定分として22/9の実績を掲載
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○株主構成の推移 
（株数：千株）

22年3月末22年3月末 23年3月末23年3月末

20年3月末 21年3月末 22年3月末 22年9月末 23年3月末

株主数 株式数 構成比 株主数 株式数 構成比 株主数 株式数 構成比 株主数 株式数 構成比 株主数 株式数 構成比

政府・地公体 3 298 0.0% 4 298 0.0% 3 298 0.0% 3 298 0.0% 3 298 0.0%

金融機関 86 282,045 34.3% 78 293,491 35.7% 77 292,892 35.6% 75 287,376 35.0% 70 270,163 33.1%

証券会社 47 6,093 0.7% 44 4,935 0.6% 50 7,169 0.9% 44 6,217 0.8% 46 7,737 0.9%

一般事業法人 1,066 144,792 17.6% 993 140,467 17.1% 996 140,829 17.1% 1,081 139,376 17.0% 1,044 138,426 17.0%

外国人 275 152,481 18.5% 288 139,879 17.0% 306 137,273 16.7% 292 137,742 16.8% 316 151,982 18.6%

個人 31,745 198,490 24.1% 29,050 193,908 23.6% 28,878 194,404 23.6% 30,339 201,844 24.5% 29,674 198,209 24.3%

自己株式 1 38,032 4.6% 1 49,254 6.0% 1 49,368 6.0% 1 49,376 6.0% 1 49,417 6.1%

合計 33,223 822,232 100.0% 30,458 822,232 100.0% 30,311 822,232 100.0% 31,835 822,231 100.0% 31,154 816,231 100.0%

個人
23.6%

外国人
16.7% 一般事業法人

17.1%

証券会社
0.9%

金融機関
35.6%

自己株式
6.0%

政府・地公体
0.0%

金融機関
33.1%

外国人
18.6%

個人
24.3%

証券会社
0.9%

一般事業法人
17.0%

自己株式
6.1%

政府・地公体
0.0%

＜株主構成比率（株数ベース）＞ 



• 本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を
取り巻く環境の変化などによるリスクや、不確実性を内包し
ておりますことにご留意ください。

　　＜本件に係る照会先＞

　　　　株式会社　常陽銀行　経営企画部　

　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ ：  ０２９－３００－２６０３

　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ ：  ０２９－３００－２６０２

　　　　　　　Ｅ-mail：  ir@joyobank.co.jp

　　　　　　　U R L ：  http://www.joyobank.co.jp/

　　＜本件に係る照会先＞

　　　　株式会社　常陽銀行　経営企画部　

　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ ：  ０２９－３００－２６０３

　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ ：  ０２９－３００－２６０２

　　　　　　　Ｅ-mail：  ir@joyobank.co.jp

　　　　　　　U R L ：  http://www.joyobank.co.jp/
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